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高等教育の動向

米国における IR/IEの最新動向と日本への示唆

浅野　茂
（山形大学・学術研究院）

日本の大学関係者及び政策立案者の Institutional Research（IR）に対する関心は依然として高い。本
稿は、こうした関心に応えるべく、IR先進国である米国における現状を捉えるとともに、昨今、米国の高等
教育機関が強く要請されている Institutional Effectiveness（IE）にも焦点を当て、IRのみならず IEについ
ての理解促進を図ることを目的としている。米国における IR及び IEについては、明確な定義は存在しないも
のの、IRは「諸活動の効果検証に向けて展開される情報収集、統合・分析、情報提供を支援する機能」
として、IEは「機関が自らの使命に沿って展開する各種活動の成果について IRが行う効果検証の結果に
基づいて、成果に至るまでのプロセスを継続的に改善していく循環サイクル」として捉えられていることが明ら
かとなった。このことは、昨今の日本においても要請が高まっている教育の質保証、教学マネジメント、学習
成果の把握などにおいて、IRは機関の使命に沿って展開している諸活動の成果の把握と効果検証を通じて、
継続的改善へとつながる循環サイクル（IE）を確立していくことが重要であることを示唆していると考える。

キーワード：IR、IE、アセスメント、アクレディテーション、継続的改善

1．はじめに
中央審議会大学分科会が 2008 年 3月25日にとりまとめ

た「学士課程教育の構築に向けて（審議まとめ）」におい
て、新たな需要が生じてきている職員業務の一つとして「イ
ンスティテューショナル・リサーチャー（学生を含む大学の
諸活動に関する調査データを収集・分析し、経営を支援
する職員）」が挙げられた。筆者の知るかぎり、日本の高
等教育政策において Institutional Research（以下、「IR」
という。）に係る言及が初めて明記された公式記録である。
なお、同年 12月にとりまとめられた『学士課程教育の構
築に向けて（答申）』においては、IRに関する直接的な
言及は削除され、「大学の諸活動に関する調査データを収
集・分析し、経営を支援する職員といった多様な職種」と
いう表記に改められているものの、その必要性を強調すると
いう点では一致している。
このように、IRが政策の俎上に上がってから10 年が経
過しようとしている。そして、日本の大学に IRを導入し、そ
の強化を求める政策要請は依然として根強い。例えば、
2014 年 2月の中央教育審議会大学分科会「大学のガバ
ナンス改革の推進について（審議まとめ）」、2015 年 6月
の文部科学省「国立大学経営力戦略」、2016 年 3月の
中央教育審議会大学分科会『「卒業認定・学位授与の
方針」（ディプロマ・ポリシー）、「教育課程編成・実施の
方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの

方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関する
ガイドライン』において、学長を補佐または支援する体制
強化の一環として、IRの充実や活用などを求めている。加
えて、2013 年度以降の私立大学等改革総合支援事業を
通じて IRの専門部署を設置し、専属の専任教職員を配
置している私立大学に対して補助金配分係数を加算したり、
2016 年度に国立大学改革強化推進補助金（総合支援
型）を通じて IRの機能強化のための公募支援を行ったり
するなど、資金面での補助も行われるようになっている。
こうした政策側の思いとは裏腹に、日本の大学における

IRの取組は期待される状態に達しているとは言い難い 1。
そのため、本稿では米国における IRの発展過程と実態を
概観したのち、昨今、米国の高等教育機関が強く要請さ
れている “Institutional Effectiveness”（以下、「IE」とい
う。）にも焦点を当て、IEがどのように捉えられ、どのような
実態にあるのかを明らかにする。そのうえで、IRとIEの関
係を整理し、日本の大学における IRの強化と今後の展開
に向けた示唆を探求するとともに、急務となっている内部質
保証への対応についても考察する2。

2．米国の IR動向
IRとは何かを適切に理解するため、まずその歴史的変
遷をたどってみよう。Howard et al.（2012）によると、IRは
次のような段階を経て発展してきたとされる。



京都大学高等教育研究第23号（2017）

―  98  ―

（1） 自主的な活動：個々の教育機関がそれぞれの状況
に関連する諸課題についての個別調査や自己評価
として実施。

（2） 横断的な活動：研究者グループや外部団体等が連
携し、個別教育機関の枠を超えた調査研究として
実施。

（3） 組織的な活動：大規模な州立大学を中心に専門ま
たは専任組織が設置され、重要事項等に係る専
門的かつ継続的な調査研究として実施。

まず、（1）については、エール大学の創立に先立って
同大学が 1701 年に実施した大学の組織形態の在り方に
関する調査が IRの先駆けとして位置づけられている。
次に、（2）については、1908 年のオーバリン大学のヘ

ンリー・C・キング学長による戦略的な計画立案のための包
括的調査をはじめとした各種調査及び IRに関する研究論
文が実施例として挙げられている。
そして（3）については、1918 年のイリノイ大学の IR部、
1920 年のパーデュー大学の教育調査部の設置などによっ
て、それまで個別あるいは研究者グループ等で断続的に行
われてきた調査研究活動が組織的に実施されるようになっ
たとされる。
他方、国内外の IRに関する多くの先行研究では

Peterson（1999）を引用して、1950 年代以降に現在の IR

の礎が築かれたとされる。上記の区分でいうところの（3）
に該当し、組織的に実施されるようになった一連の調査研
究活動を IRの原点として捉え、以下の3つの段階を経て
現在に至っているとされる。
（1） 第一期（1950～60 年代）：ベビーブーマ世代の入

学者急増により、カリキュラムの設計や学生調査等
に関わる調査研究として実施。

（2） 第二期（1970 年代）：学生数の減少や景気後退
に伴う財政支援の縮減等より、安定的な収入の確
保など大学経営に関わる調査研究として実施。

（3） 第三期（1980 年代）：連邦及び州政府等からの説
明責任への要求により、機関内の情報を共有して
教育成果を説明するための調査研究として実施。

以上のことから、当初、単一の機関内で個別に実施して
いた自己評価活動が、時代の流れとともに、研究者グルー
プや他機関との連携により徐々に調査の範囲と深度を増大
させ、専門部署や委員会等の設立によって組織的な活動
へと発展してきたことが伺える。一方、どの時点を IRの原 
点とするかは不明確であるものの、米国の高等教育機関
が各界から強く求められている説明責任を果たすために各
種調査研究を実施してエビデンスを蓄積していくうえで必要
な機能として IRが発展してきたことも窺い知ることができる。

2.1．定義
では、IRとは何か。このことについて、Terenzini（1993）

は「一概には答えられない古典的な問題」であるという。
それは、大学の属性によって部署の構成や業務内容が異
なるうえ、業務そのものがデータ収集から戦略策定まで広
範にわたるとともに、現在も発展中の活動だからである（小
林・山田編，2016）。したがって、IR先進国である米国に
おいても、IRに関する一貫した厳密な定義が存在しないこ
とを理解しておく必要がある。
そのうえで、Howard et al.（2012）によると、最も広く
受け入れられているのは、Fincher（1978）及び Saupe

（1990）の定義であるとされる。前者の Fincher（1978）
は、IRを「収集したデータを分析し情報に変換する組織
的な知性」（IR as “organizational intelligence”）として定
義している。後者の Saupe（1990）は、IRを「機関の計
画立案、政策形成、意思決定を支援するための情報を提
供する目的で、高等教育機関の内部で行われる調査研究」
（IR as “decision support”）として定義している3。このように、
米国の IRに係る代表的な定義は、IRに求められる「資
質・能力」と「機能」の異なる側面から捉えていることを
窺い知ることができる。なお、これらの定義は、図 1に示す
ように、情報を収集し、収集した情報の統合・分析を通じて、
計画立案、意思決定、または改善を「支援」する業務や
機能であるという点で共通している。

図 1　IRの業務フロー

2.2．実態
では、米国の IRの実態はどのようになっているのかを見

てみよう。この実態を知るうえで参考になるのは、IR業務
に従事する実務者が加盟する協会であるAssociation for 
Institutional Research（以下、「AIR」という。）が実施し
た調査である4。AIR（2016）は、IR部署の構成や従事
している業務の現状を描写することを目的に、AIRの会員
が所属する3291 機関（米国で準学士以上の学位を授与
する5064 機関の65％に相当）に対して、2015 年 8月18
日～12月7日の間に実施したオンラインサーベイの結果を
取りまとめている。本調査は、実数の少ない営利大学を除
いた州立及び非営利私立大学からの有効回答 1506 件を
分析対象としている。また、回答機関の属性は、2年制
大学が 394 機関（学生数 5000 人以下が 65％、5000～
10000 人が 24％、10000 人以上が 11％）、4年制大学が



京都大学高等教育研究第23号（2017）

―  99  ―

867 機関（学生数 5000 人以下が 67％、5000～10000 人
が 14％、10000 人以上が 19％）である。
これらの機関から得た回答に基づき、まず IR部署の構
成については、平均 2.6 人（IR部長（Director）及び実
務者（Staff）の専任教職員相当（Full Time Equivalent）） 
で構成されるとの結果が示されている。より詳細にみると、
表 1のように、2年制及び 4年制大学のいずれにおいて
も、構成員は2～3人（2年制大学：41％、4年制大学：
35％）と回答する機関が最も多く、その前後にある1～2人、
3～5人の回答と合わせると、約 8割の機関が該当する。

表 1　米国 IR部署の構成

構成員 2年制大学 4年制大学

1 人未満  1％  1％

1～2 人 17％ 18％

2～3 人 41％ 35％

3～5 人 28％ 26％

5～10 人 12％ 17％

10 人以上  1％  3％

以上のことから、昨今の米国 IR部署の大半は5人未
満で運営されていることになる。一方、これら構成員の人
件費を除くIR部署の年間運営予算については、約 7割
の機関で2万 5千ドル以下、残りの約 3割で2万 5千～
9万 9999ドルとなっており、10 万ドル超の予算を有する機
関は9％未満であることも明らかになっている。
次いで、IR部署が従事している業務の現状については、
共通する項目は少ないという前提の下で、表 2のように3
つの区分で整理されている。
1つ目は、IR部署が主たる責任を負う主要業務として、

IPEDSや連邦政府等データの提出（83％）、大学ランキ
ング等へのデータ提供（81％）、ファクトブック作成（81％）
など、外部機関へのレポーティングに関連する業務が挙げ
られている。
2つ目は、他部署と協働して行う間接業務として、アクレ

ディテーション対応の調査支援（67％）、戦略計画の策定
支援（62％）、教育プログラムのアクレディテーション対応支
援（58％）など、IR部署が他部署に対してサービス提供
者として従事するレポーティング等の支援業務が挙げられて
いる。
そして、3つ目は多くの IR部署が責任を負わない、また
は範囲外の業務と回答した学生奨学金支援モデルの構築
（69％）、予算／財務シミュレーション（65％）、学生の負
債状況調査の実施（61％）などが挙げられている。

表 2　米国 IR部署の業務内容と比率

区分 業務内容 比率

主要業務 ・IPEDSや連邦政府等のデータ提供 83％
・大学ランキング等へのデータ提供 81％
・ファクトブック作成 81％
・州政府へのデータ提供 80％
・在籍・履修状況等の分析・報告 74％
・他機関との任意データ共有の取組 64％
・KPIの開発 /モニタリング 53％

間接業務 ・アクレディテーション対応の調査支援 67％
・戦略計画の策定支援 62％
・プログラムのアクレディテーション対応支援 58％
・学習成果の測定支援 53％

範囲外 ・学生奨学金プログラムの計画 69％
・予算／財務シミュレーション 65％
・学生の負債状況調査の実施 61％
・授業計画／需要調査の実施 60％
・施設等利用状況調査の実施 60％
・教職員の給与分析 57％

したがって、昨今の米国における IR部署は、主要（責
任を負う）業務として、外部機関へのレポーティング、他
部署と協働して従事する間接（共同責任）業務として、ア
クレディテーションに向けた調査や計画策定の支援に従事
していることを窺い知ることができる。一方、学生奨学金プ
ログラムの計画や予算／財務シミュレーションなど、財務・
財政に関係する業務は範囲外（IR部署の責任なし）とし
て位置づけられている。
最後に、IR部署の学内データへのアクセスについて

は、上述した主要あるいは間接業務をこなすうえで必要と
なる主要な情報源のうち、例えば「全国調査のデータ」
については86％、「入学後の成績情報」については80％、
「学生満足度調査」については71％といったように、大多
数が無制限でアクセスできると回答している。一方、表 3
に示すように、「学生の授業出欠情報」については15％が
アクセス制限あり、57％がアクセス無しと回答しており、双
方を合わせると72％の IR部署が自由にアクセスできないと
いう結果が示されている。同様に、成績不振や中退リスク
を抱える学生の「中退防止の早期警報システム」、「高等
学校からの調査書」などでもアクセス無し、あるいはアクセ
ス制限ありの回答を合わせると約 70％の IR部署が自由に
アクセスできない状況が示されている。
この結果は、調査を実施したAIRの事務局にとっても
意外であったようである。なぜなら、従来、米国では Luna 
and Pearson（2003）のいうように「データは機関のもの」
という認識が醸成され、IRは機関内の多くのデータに無制
限でアクセスでき、当然の如く活用して分析していると受け
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止められてきたからである。したがって、今回の調査結果は、
従来の米国 IRのイメージと大きく乖離しており、何らかの変
化の予兆を示している可能性を秘めているものの、一時点
の観測で断定するのは時期尚早であると結論づけている。
以上、米国 IRの実態を要約すると、IR部署は平均 2.6
人から構成され、年間の運営予算の平均は2万 5千ドル
以下（人件費を除く）、外部機関やアクレディテーション団
体へのレポーティングを主たる業務としている、といえる。

3．米国の IE動向
3.1．定義
では、昨今、米国の高等教育機関に強く要請されてい

る IEとは何かについて見てみよう。先述の IR同様、IE

の明確な定義は存在しない。また、高等教育の文脈にお
いて、いつ、どこで、誰が提唱した概念であるかも定かで
はない（Head, 2011）。一般的に言われているのは、南
部地区大学協会（Southern Association of Colleges and 
Schools Commission on Colleges, SACSCOC）が 1984 年
に改訂した基準において、初めて IEを採用したということ
である（Rogers, 1997; Ewell, 1992; 2011）。
一方、Ewell（1992）によると、IEは「機関が掲げる
使命と、展開した活動のパフォーマンスが合致していること
を示す機関の能力である」ことを念頭において定義されな
ければならないとされる5。また、Alfred et al.（1999）は、
IEの基本要素として、利害関係者のニーズ、使命、成果、
資源、コストがあるとし、図 2の関係性を念頭に定義する
必要があるとしている。
すなわち、すべての高等教育機関は、自ら掲げる使命

に合致する成果を上げることに加え、その成果は利害関係
者のニーズとも整合している必要がある。一方、成果を上
げるために投じることのできるコストは保有する資源に制約さ
れることから、これら基本要素を最適化するプロセスが IE

として位置づけられている。
この IEが高等教育界に導入された背景について、

Head（2011）は3つのA（Assessment、Accreditation、
Accountability）の存在を指摘している。
まず、一つ目のアセスメントについては、そもそも高等
教育機関が恐れをなし、物議を醸してきた用語であっ
た（Rogers, 1997）。そのため、本来、外部に対する説
明責任（後述のアカウンタビリティ）と内部の改善という二
つの側面を持つが、前者のみに留まっていること（Ewell, 

2009）や、もっぱら測定手法に関心が集中し、測定結果
が改善に活かされていない（Fulcher et al., 2014）といった
状況が長く続いていた。こうした状況は、後述するアクレディ
テーションへの圧力とも相まって、その是正が求められるよう
になり、それを好転させるべく、SACSCOCが先陣を切って
アセスメントの基準を改訂するための審議を行い、先述のと
おり、アセスメントに置き換わる新たな用語として IEを採用
した。
次に、二つ目のアクレディテーションについては、米国に

おける高等教育の質保証システムの変遷と大きく関係して
いる。米国では、教育に関する権限は州と人民に留置さ
れ、連邦政府は高等教育を含む公の教育に関して一義的
な権限を有しないことが憲法に定められている。しかしなが
ら、1965 年に成立した高等教育法により、連邦政府が学
生奨学金を通じて高等教育に対して財政支援を行うという
経路が確立されて以降、高等教育の質保証システムに介
入する程度が大きくなった。そして、2006 年に連邦教育省
の「高等教育将来構想委員会」が発表した諮問結果報
告書（通称「スペリングス・レポート」）により、高等教育
機関におけるアウトカム（学生の学習成果）重視への流れ
が形成された。同レポートでは、アクレディテーション団体に
対して、従来の高等教育機関に対するインプット重視から、
卒業率や学生の学習の成果などのアウトカムを中心にした
評価を行うことを求めている。こうした流れの中で、各アクレ
ディテーション団体は基準等を通じて、高等教育機関がど
のくらいの成果を上げているかを比較可能にすること、提供
している教育プログラムが質を伴っていることを保証すること

表 3　米国 IR部署のデータアクセス権

種別 アクセス 
制限あり

アクセス 
無し

学生の授業出欠情報 15％ 57％

中退防止早期警告システム 22％ 49％

高等学校からの調査書 22％ 43％

履修指導情報 25％ 43％

人事情報（給与除く） 29％ 38％

奨学金等の経済的支援 36％ 23％
図 2　IEの基本要素
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を求めるようになり、学習成果のみならず高等教育機関の
総合的な成果を標榜する用語として IEが採用された。
そして、三つ目のアカウンタビリティについては、1970 年
代終盤における米国経済の低迷により、アクレディテーショ
ン同様、高等教育機関に対する財政支援の在り方や学生
の質について、各界から多くの疑問符が寄せられるように
なったことと関わっている。Ewell（2011）によると、1980
年代終盤には連邦政府をはじめとする監督機関が説明責
任のための定量的な指標の開発や成果と連動した予算配
分方式などを導入し、IE容認の流れを加速したとされる。
その結果、学習成果の把握のみならず、高等教育機関の
総合的な成果を示すものとして IEが広く受け入れられるよう
になった。
以上のことから、IEは従来の高等教育機関におけるア

セスメントの取組（特に改善への活用）が不十分であった
ため、州政府をはじめとする各界からのアカウンタビリティに
対する要請が強くなるに連れ、アクレディテーション団体が
基準等を通じて確認するという流れが形成され、高等教育
機関が自らの使命と照らし合わせて、機関の総合的な成果
を示す用語として定着してきたことが窺える。

3.2．実態
では、IEの実態はどのようになっているのか。以下では、

まずアクレディテーションにおける各団体の IEに関する基準
とその位置づけ、次いで高等教育機関における IEの位
置づけを見てみよう。
（1）アクレディテーション団体における IE
米国の高等教育のアクレディテーションは、高等教育ア

クレディテーション協議会（Council for Higher Education  
Accreditation, CHEA）または連邦教育省（U.S. Department  
of Education, USDE）から認定された機関によって実施さ
れる（Eaton, 2015）。大別すると、これらの認定機関には、
機関別（地域、宗教関連、職業関連）と専門分野別（教
育プログラム）のアクレディテーションを行う2種が存在し、
約 8千の教育機関と4万以上の教育プログラムのアクレ
ディテーションを行っている。このうち、高等教育機関の機
関別アクレディテーションを行うのは、地域ごとに設置されて
いる6つのアクレディテーション団体である。その概要を表
4に示し、各アクレディテーション団体の基準等における IE

の位置づけを以下で概観する。
① NEASC

NEASC（New England Association of School and 
Colleges, Commission on Institutions of Higher Education）
は1885 年に設置され、ニューイングランド地域に位置する
コネチカット、ニュー・ハンプシャー、マサチューセッツ、メイ

ン、ロード・アイランド、バーモントの6州に立地する約 240
の高等教育機関のアクレディテーションを行う最古の団体で
ある。
2016 年 7月1日に改訂された現行基準は9つの基準

で構成される。その前文には「機関の使命や目的が明確
であり、必要な資源を確保しながら、使命の達成に向けて
効果を上げるとともに、質の向上に取り組んでいるか」をす
べての基準を通じて確認することを定めている。そのうえで、
基準 1（Mission and Purposes）、基準 2（Planning and 
Evaluation）、基準 3（Organization and Governance）に
おいて IEが明記されており、機関として定期的にデータや
根拠に基づいた自己点検・評価を行い、その結果をプロセ
スの改善や質の向上につなげているかといったことを問うて
いる。
②MSCHE

MSCHE（Middle States Commission on Higher Education） 
は1887 年に設置され、中部地域に位置するデラウェア、メ
リーランド、ニュー・ジャージー、ニュー・ヨーク、ペンシル
バニアの5州及びワシントンDCに立地する約 530の高等
教育機関のアクレディテーションを行っている。
2011 年 3月に改訂された現行基準は14の基準で構成

され、固有名詞としての IEは明記されていない。しかしな
がら、「Institutional Context」群の基準 7（機関の評価）
及び「Educational Effectiveness」群の基準 8～14で IE

と類似の観点で確認する構成となっている。特に、後者の
「Educational Effectiveness」群の7基準は、機関として
適切なアセスメントの手法を開発し、その実施を通じて使命
や目標を達成するために必要なプロセスの改善や質向上に
努め、基準を順守しているかを問うている。
③ SACSCOC

SACSCOCは1895 年に設置され、南部地域に位置す
るアラバマ、フロリダ、ジョージア、ケンタッキー、ルイジア
ナ、ミシシッピ、ノースカロライナ、サウスカロライナ、テネシー、

表 4　地域アクレディテーション団体の概要

地域（略称団体名） 設置 
（年）

範囲 
（州）

機関数 
※

ニューイングランド（NEASC） 1885  6 238

中部（MSCHE） 1887  5 
+DC 527

南部（SACSCOC） 1895 11 797

北中部（HLC） 1895 19 991

北西部（NWCCU） 1917  7 164

西部（WASC） 1923  2 200

※ CHEAホームページ（閲覧日：2017 年 8月30日）。
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テキサス、バージニアの11 州に立地する約 800の高等教
育機関のアクレディテーションを行っている。
現行基準は2012 年 1月の改訂版であり、4セクションの

うち、セクション2の「Core Requirements」、セクション3の
「Comprehensive Standards」の基準において、IEを明記
している。前者の「Core Requirements」の基準では、機
関の使命と目標に沿った成果が上がっているかの点検・評
価を行い、継続的なプロセスの改善を通じて、使命や目標
を達成しているかを問うている。後者の「Comprehensive 
Standards」の基準では、期待する成果が明示され、教育
プログラム、管理運営や学生支援などの現状分析から成
果の達成状況を評価し、文書化された証拠に基づくプロセ
スの改善に取り組んでいるかを問うている。
④ HLC

HLC（Higher Learning Commission）は1895 年設置
のNCA（North Central Association）を前身とし、北中部
地域に位置するアイオワ、アリゾナ、アーカンソー、イリノイ、
インディアナ、ウェスト・ヴァージニア、ウィスコンシン、オハイオ、
オクラホマ、カンザス、ノース・ダコタ、コロラド、サウス・ダ
コタ、ニュー・メキシコ、ネブラスカ、ミシガン、ミネソタ、ミズー
リ、ワイオミングの19の州に立地する約 1000 機関のアクレ
ディテーションを行っている。
2014 年 6月に改訂された現行版は、5つの基準で構
成され、各基準の下に「Core Components」という下位
項目を置いている。IEについては、基準 5（Resources, 
Planning, and Institutional Effectiveness）で明記され、機
関として、過去の経験から学び、それを機関の能力、持
続性、パフォーマンスを向上させるため、プロセスの改善に
努めているかを問うている。
⑤ NWCCU

NWCCU（Northwest Commission on Colleges and 
Universities）は1917 年に設置され、北西部地域に位置
するアラスカ、アイダホ、モンタナ、ネバダ、オレゴン、ユタ、
ワシントンの7州に立地する約 160の高等教育機関のアク
レディテーションを行っている。
2010 年 1月に改訂された現行版は、5つの基準で構成

され、固有名詞としての IEは明記されていない。しかしな
がら、基準 4（Effectiveness and Improvement）において、
機関の使命や目標の達成に向け、体系的に収集したデー
タやその分析結果を意思決定、計画策定、資源配分プロ
セスに活用され、継続的な改善や質向上につなげているか
を問うている。
⑥WASC

WASC（Western Association of Schools and Colleges）
は1925 年に設置され、西部地域に位置するカリフォルニア

及びハワイの2州に立地する約 340の高等教育機関のア
クレディテーションを行っている。なお、WASCには、2年
制短期大学及びコミュニティ・カレッジのアクレディテーション
を行うACCJC（Accrediting Commission for Community 
and Junior Colleges）、4年制大学のアクレディテーションを 
WSCUC（WASC Senior College and University Commission） 
が存在し、それぞれ異なる基準を置いている。
前者のACCJCは、4つの基準で構成される2014 年

6月改訂の現行版の基準 1（Mission, Academic Quality 
and Institutional Effectiveness, and Integrity）に IEを明記
している。同基準はA～Cの3パートで構成され、そのう
ちパートBの下位項目として IEに関する5つの観点を設定
し、そこでは、プログラム・レビューを通じて教育目標を点
検したり、学習成果を把握したりして機関の使命や目標の
達成状況を評価し、質の維持向上に向けた継続的なプロ
セスの改善に取り組んでいるかを問うている。
後者のWSCUCは、4つの基準で構成される2015 年 4

月改訂の現行版において、固有名詞としての IEは明記し
ていない。しかしながら、基準 2（Achieving Educational 
Objectives Through Core Functions）、基準 3（Developing 
and Applying Resources and Organizational Structures to 
Ensure Quality and Sustainability）及び基準 4（Creating  
an Organization Committed to Quality Assurance, Institutional  
Learning, and Improvement）において、機関として学習成
果を向上させるためのアセスメントを実施し、その結果に基
づく組織構造、教育プログラム、資源配分等のプロセスの
見直しなどを行うなどして継続的な改善に取り組んでいるか
を問うている。
以上が 6つの地域アクレディテーション団体におけ

る IEに関連する基準の概要である。各団体の基準に
は、“Mission/Goal”、“Assessment/Evaluation”、“Results/
Performance”、“Process”、“Continuous improvement”、
“Documentation” といった用語が頻出する。これらの用
語をつなぎ合わせていくと、「機関の使命や目標に照らし
て成果が上がっているかを点検・評価し、その結果を踏
まえて成果に至るまでのプロセスを継続的に改善している
ことを対外的に説明できるよう文書化する一連の活動」を
IEとして捉えていることが浮き彫りになってくる。一方、プ
ロセスについては、その「成果」に重きを置くか、「機
能」に重きを置くかで、異なるスタンスをとっていることも確
認できる。前者の場合、学習成果のアセスメントを評価の
中核に据え、基準に IEを固有名詞として明記していない
MSCHE、NWCCU、WSCUCはこのスタンスをとっている
といえる。後者の場合、学習成果を含む機関のパフォーマ
ンスを向上させるための継続的改善への取組状況を評価
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の中核に据え、IEを固有名詞として明記しているNEASC、
SACSCOC、HLC、ACCJCはこのスタンスをとっているとい
える。
（2）高等教育機関における IE
上述したアクレディテーション団体における IEの位置づけ

を踏まえ、迅速かつ前向きに対応したのは2年制（コミュ
ニティ・カレッジ及び技術系の短期）大学であった（Ewell, 

2011; Head and Johnson, 2011）。1994 年にコミュニティ・
カレッジ協会が開催したラウンドテーブルにおいて “Core 
Indicators of Effectiveness for Community Colleges” が発
刊され、その後に改訂された第 2版（Alfred et al., 1999）
においては、先述の図 2の基本要素を踏まえながら、表 5
のように、州政府、アクレディテーション団体、産業界等の、
多様な利害関係者に機関の成果を示す有効な観点または
指標が示されている。

表 5　機関の成果を示す観点 /指標

領域 観点／指標

学生成長 ・学習目標に対する学生の到達度
・学期ごとの学生の在籍継続状況
・学位取得率

人材育成 ・産業 /職業別就職率
・雇用者による評価
・資格認定または証明書発行数
・各種支援サービスに対する評価

一般教育 ・批判的思考の涵養度の実証
・シチズンシップの涵養度の実証

転学準備 ・転学者数 /転学率
・転学後のパフォーマンス

獲得能力 ・在学中の履修状況、成績等

奉仕活動 ・奉仕活動への参加状況
・コミュニティニーズへの対応度

Alfred（2011）は、これらの観点や指標は機関の成果
を示すうえで重要な二つの要素を持ち合わせているという。
それは、本来、高等教育機関における成果とは学生数
や授業料収入の増加といった計測が容易な要素を分子に、
育成した学生が生み出す付加価値や利害関係者への便
益というアウトプットを分母にして測定されることから、表 5
の観点や指標は双方を射程に捉えているという。そのため、
表 5の「転学準備」及び「奉仕活動」のコミュニティ・カ
レッジ特有の項目を除けば、4年制を含む米国の高等教育
機関における IEの推進にも広く参照できる内容を含んでおり、
その後、Volkwein（2010; 2011）をはじめとする多くの論
考を通じて、インプット、プロセス、アウトプット、アウトカムの
層別に、新たな観点 /指標が提案され、拡充していったと
考えられる。

こうした観点及び指標の把握 /測定において重要な役割
を担うのが IRである6。藤原（2015）によると、IRとIE

は異なる性質を有し、双方を直接比較するのは難しいものの、
IRは IEの根幹をなすアセスメント（教育分野だけに限らな
い、大学における諸活動の効果測定）を通じて IEを支援
するという関係性を有しているとされる。なお、ここでいうア
セスメントとは、表 6のように、対象に応じてその名称が異
なるという。

表 6　対象ごとに異なるアセスメントの名称

対象 名称

学生 アセスメント

学部・学科（主に学科） プログラム・レビュー

機関全体 IE

すなわち、学生を対象とした学習成果の測定や満足度
の調査等は「アセスメント」7、学部・学科（主に学科）を
対象とした教育効果を把握するためのエビデンスに基づく自
己評価等は「プログラム・レビュー」8、これらを包含した機
関全体の諸活動を対象とした総合的な成果は「IE」とし
て位置づけている。そのため、IEはアセスメント及びプログ
ラム・レビューとの包含関係にあり、最下流にあるアセスメン
トが適切に行われなければ、その上流にあるプログラム・レ
ビューや IEを正しく行うことはできないとしている。
この関係性における IRの役割及び位置づけを知るうえ
で、参考になるのが Head（2011）である。同氏は、以
下の図 3のように、IEを機関全体の成果を把握する一連
の活動を束ねる「傘」として位置づけ、IRは学生を対象
としたアセスメント、教育プログラムを対象とした評価（プロ
グラム・レビュー）及びその他の成果を把握するうえで、重
要な機能として捉えている9。

図 3　IEと IRの対応関係

また、IEはその性質上、図 4に示す循環型のサイクルと
して捉える必要があるという。
この循環サイクルは、機関の使命に沿って掲げる各種
目標の成果を IR部署が提供する各種分析結果等を通じ
て評価し、その結果に基づく改善策が構築され、実行さ
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れた改善策が機関の目的の達成に寄与しているかを継続
的に検証して初めて完結する。そして、完結した状態は
“Closing the Loop” と称され、この状態に達していれば IE

ができていることを意味する。こうした考え方は、Manning

（2011）の IEの定義にも垣間見ることができる。同氏によ
ると、「IEは計画策定、教育プログラムやサービスの評価、
機関すべての側面にかかる成果の同定と測定（教育プロ
グラムにおける学習成果を含む）、意思決定のためにデー
タとアセスメントの結果を活用することを含んだ機関の継続
的かつ組織的なプロセス及び実践である」とされる。また、
IEはアクレディテーション団体からの要請として受動的に対
応するのではなく、学生を社会で成功できるように育成する
という使命の達成に向け、課題や問題が生じているプロセ
スを継続的に改善していくという能動的な対応が不可欠で
あるとともに、その文化を機関内で醸成していくことが肝要
であることも付言している。
この点について、先述の藤原（2015）も同様の見解を
示している。すなわち、強力なリーダーや特定の関係者の
みがアクレディテーション対応のために場当たり的に対応し
ていたのでは、継続的改善という意味での IEにはつなが
らないという。そのため、機関全体が社会から求められて
いることを理解し、継続的改善を行っている姿勢を見せ続
けること、すなわちアセスメントの習慣を文化として根付かせ
ることが不可欠であるという。このアセスメントの習慣を文化
として定着させるうえで、Morest（2009）は、その実践を
担うIRが果たせる役割は大きいという。同氏によると、アセ
スメントの結果が継続的改善に活用されるには、機関の上
層部や現場の教職員、とりわけ教育の担い手である教員に
とって納得のいく厳密性と妥当性を担保していくことが不可
欠であるとされる。そのため、アセスメントの手法の検討や
結果の分析において IRがその専門性を発揮しながら、機
関内で受け入れられるよう道筋を立てることが重要であると
いう。なお、Banta, Ewell & Cogswell（2016）によると、い
まだアセスメントの統一的な手法がないことに加え、その結
果を継続的改善につなげていく方法も各機関に委ねられて

いるため、米国においても十分な対応ができている高等教
育機関は決して多くないとされる。そのため、今後も継続し 
て、より効果的かつ適切な学習成果の測定手法の開発は
高等教育機関の内外で進展され、高等教育機関の関係
者もその結果を活用して継続的な改善につなげる文化の醸
成に努めることを引き続き強く求められていると指摘している。

4．まとめ
以上、米国における IR及び IEの特性と実態を捉える

ための検討を行ってきた。その過程から見えてきたことを挙
げつつ、日本の大学への示唆を以下で考察し、まとめに変
えることとする。
まず、IR及び IEについては、明確な定義は存在しない

ということである。理由は様 あ々るが、最も根源的なこととし
て、いずれも機関の属性や抱える課題、掲げる使命に照ら
して捉える必要がある。したがって、IRについては、諸活
動の効果検証に向けて展開される情報収集、統合・分析、
分析結果等の提供を通じて IEを支援する機能として位置
づけられることから、その方向性や業務内容は個々の機関
において定められる必要がある。また、IEについても、IR

が展開する各種活動の成果に関する効果検証の結果を通
じて、機関が自らの使命の達成に向けてプロセスを継続
的に改善していく循環サイクルであるという特性を有している
ことから、共通的な事項を示すことは困難である。加えて、
アクレディテーション団体においても、学習成果のアセスメン
トを重視するのか、学習成果を含む機関の諸活動の成果
を向上させるための継続的改善への取組状況を重視する
のかで、IEの捉え方が異なっている。ここから得られる日
本の大学に対する示唆として、IR及び IEの定義は存在し
ないものとして捉え、上述した特性を踏まえながら、個々の
機関が自らの使命を念頭に、個別に定義し、展開していく
ことが肝要であることを示しているといえよう。
次に、IR及び IEはアセスメント、アカウンタビリティ及び

アクレディテーションとの関係の中で発展し、定着してきた
ということである。先述の表 2では、米国の IR部署の主
要業務は、州政府をはじめとする外部機関及びアクレディ
テーション団体へのレポーティングであるとする回答が 8割
を超えていた。このことは、IR部署がアセスメントを実施し
て機関の成果や現状に係るエビデンスを収集し、その結果
をアクレディテーション対応の報告書や外部への説明責任
を果たすアカウンタビリティ対応において主たる責任を負う
部署として確立されていることを示唆している。一方、日本
の大学における IR部署は異なる様相を呈している。例え
ば、文部科学省高等教育局大学振興課大学改革推進室
（2016）によると、「認証評価機関への報告書の作成や

図 4　循環サイクルとしての IE
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必要なデータの収集等、認証評価に関連する業務」、「自
己点検評価に必要なデータの収集や分析等、自己点検
評価に関連する業務」、「その他の評価（国立大学法人
評価やその他の第三者評価等）に必要なデータの収集等、
その他の評価に関連する業務」に従事していると回答して
いる IR部署は10％前後に留まっている。また、筆者が運
営に携わらせていただいている大学評価コンソーシアムの
IR担当者を対象に実施した各種イベントにおいて、IR部
署が設立されたものの、機関における目的や位置づけが不
明確であり、データ収集の障壁に直面する大学が多い現
状を目の当たりにしている。このような状況にあっては、IR

部署を設置しても、学内で存在意義を確立できず、期待さ
れる業務を遂行できないまま衰退していってしまう事態を招
きかねない。こうした状態に陥らないためには、先述の図
1に示した業務フローを IR部署が担えるよう、学内環境
の整備に加え、他部署との業務の整理を含め、どのような
組織の構造や構成、位置づけを持たせるのかを再検討し、
IR部署の機能と役割を確立していくことが急務となってい
るといえよう。しかしながら、日本の大学における IR部署
は米国のように州政府等への外部機関やアクレディテーショ
ン団体への報告や社会への説明責任を果たすアカウンタ
ビリティ対応において公式の位置づけを有さない場合が多
く、容易でないのも事実である。その突破口を見出すうえで、
「内部質保証」を一つのキーワードとして挙げることができ
る。その所以は、平成 28 年 3月18日の中央教育審議
会大学分科会「認証評価制度の充実に向けて（審議ま
とめ）」を踏まえ、平成 28 年 3月31日に公布され、平成
30 年 4月1日から施行される「学校教育法第百十条第
二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定め
る省令の一部を改正する省令」により、昨今の認証評価
において、大学が自ら教育研究活動等の点検及び評価を
行い、その結果を継続的改善につなげていくことで教育研
究活動等の質を維持し、向上を図っていく内部質保証へ
の対応を強く要請されていることがある。この内部質保証は、
小湊・嶌田（2014）がいうように、前述した米国の IEと通
ずる点が多く、特に学習成果を捉えるためのアセスメントや
各種調査等の分析結果を用いた成果の挙証など、IR部署
（または機能）が果たせる役割は極めて大きい。この内部
質保証への要請（いわゆる外圧）の高まりを契機に日本の
大学における IRの強化と本格展開が待たれる。
最後に、IR及び IEは機関内に時間をかけて文化として
埋め込まれていく必要があるということである。米国の高等
教育機関における IRは、どの時点を原点とするかは不明
確であるものの、1950 年代には組織的に展開され、先述
の運営予算の措置状況、表 1における IR部署の人員構

成、表 2の業務内容などから、機能として組織にビルトイ
ンしていることが窺える。また、IEについても、SACSCOC

が 1984 年に初めて採用してから40 年以上が経過してお
り、高等教育機関のみならずアクレディテーション団体が一
体となって、その定着に邁進している。一方、日本におい
ては、IRが政策の場で議論されるようになって10 年、内
部質保証についてはここ数年のうちに要請が高まっている
状況にある。したがって、IR及び IE（日本においては内
部質保証への対応）の展開は米国に比して隔世の念があ
ることは否定できない。その結果、機関内外の情報共有
や活用、諸活動の成果の測定や効果検証などが体系的
または組織的に展開されるに至っていない現状は、ある意
味、必要な通過点であると捉えるべきかもしれない。ことIE

については、長い年月をかけて取組んでいる米国においても、
未だ十分に対応できている機関は少ない現状がある。この
ことは、米国を含め、自治を重んじてきた高等教育機関に
おいて、その内実を変化させていくことが容易でないことを
物語っている。そのため、IR及び IEに係る取組を一過性
のものとして終わらせるのではなく、長い時間をかけて機関
内に文化として定着させていくことが不可欠であるといえよう。
その際、高等教育機関の上層部はじめ、機関を構成する
教職員の不断のコミットメントが要されることは言を俟たない
が、政策立案者及び認証評価等を掌る関係機関との対話
や協調により、社会からの高等教育に対する信頼と理解を
得て、事態を好転させていく環境を共創していくことも重要
であることを示唆していると考える。
以上が米国 IRの実態及び IEの最新動向を踏まえた、

日本の大学の IR強化や今後の展開、内部質保証への対
応に向けた本稿の考察である。本稿を通じて、日本の大
学関係者及び政策立案者の関心事となっている IRのみな
らず、これまであまり焦点が当てられてこなかった IEについ
ても、微小ながらその理解促進に貢献できたことを願ってい
る。なお、IEの重要な構成要素を成し、IRの業務内容
の一部として位置づけられているアセスメント及びプログラ
ム・レビューについては、本稿において十分に取り扱うこと
ができなかったため、今後の課題としたい。

注
1 金子（2016）によると、日本の大学において形式的に導
入された IRは組織として十分に機能しておらず、政策・
制度での位置づけ、経営での位置づけ、技術と人材など
の課題を解決することが急務となっているとされる。
2 本稿は、2017 年 3月開催の「第 23回大学教育研究
フォーラム」の学術セミナーにおいて筆者が行った講演を
基に構成している。
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3 IRの定義の詳細は、浅野（2016）を参照のこと。
4 AIRの概要、歴史的変遷及び本調査の詳細は、森
（2016）を参照のこと。
5 Ewell（1992）は、USDEが高等教育の改善を審議す
るために編成したCouncil on Postsecondary Accreditation

（COPA）の依頼を受け、従来の高等教育機関における問
題点の整理とIEの基本的な考え方を示している。IEのそ
の後の展開に影響した論考のひとつとなっている。
6 Googleにおいて、キーワード検索を行うと、“Office of  
Institutional Research”では約 34万件、“Office of Institutional  
Effectiveness” では約 13 万件が検索結果として表示される。
IRを名称に据えた部署は約 3倍に及んでおり、IEに組み
込まれるのではなく、依然、独立の存在として位置づけら
れていると考えられる（閲覧日：2017 年 8月30日）。
7 学生を対象にしたアセスメントの取組における米国の歴史
的変遷等は Banta, Ewell & Cogswell（2016）、日本にお
ける取組とIRの関わりについては、浅野（2017）を参照
のこと。
8 プログラム・レビューの詳細は、Bers（2011）、Ewell, 
Paulson & Kinzie（2011）を参照のこと。
9 Leimer（2011）によると、IRは主として機関における改
善支援のためのデータ提供や多様な目的に応える分析等
の活動、IEはデータ分析に加えて、目標設定に対する支援、
改善活動への助言、計画策定の支援と推進時の調整や
監視などを含むとされる。したがって、活動の幅において
は、IEが IRに比してより広範（IE > IR）に及ぶという点で、
Head（2011）と同様の位置づけがなされている。
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